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研究成果の概要（和文）：本研究は，平成の市町村合併政策が，自治体の危機管理対応に与える影響を明らかにし、合
併に伴う諸課題あるいは効果の同定、合併を危機管理政策上のメリットとして生かしていくための対応手法を明らかに
した。2011年に発生した東日本大震災ならびに2013年に発生した豪雨災害の被災地を対象に、エスノグラフィー調査手
法を用い調査を実施した。合併後の行政機能の分担方法により、合併前後の防災機能に大きな差が生じていること、と
りわけ本庁と各支所の危機管理対応に関する権限の明確化、本庁と各支所の役割を重層的に見直すことが重要な課題と
なっていることが解明された。

研究成果の概要（英文）：In Japan, the number of municipalities has decreased half by the merger policy. It
 seems that the merger policy has exerted various influences from the side of disaster prevention, for exa
mple, change of decision making process, change of structure of organization and expansion of city area. T
his study analyzes the process of disaster response and the influence by merger of municipalities as an ex
ample Great East-Japan Earthquake and flood in 2013. New Ishinomaki city was made one city and six towns m
erged in 2005, and suffered a great loss with Great East-Japan Earthquake in 2011.Tis study has pointed ou
t the importane of clear of authority and role on crisis management of each branch and the head office.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

面積㎢
人口(合併
時)人

人口(震災
時)人

人口(平
25.2末)人

死者・行方
不明者　人

庁舎被害

旧石巻市(本
庁)

137.0 119,006 112,683 104,545 2,406
1階津波
浸水

旧河北町(河
北総合支所)

125.1 13,767 11,578 11,390 446
津波被害
無

旧雄勝町(雄
勝総合支所)

46.1 4,695 3,994 2,741 229
津波によ
り全壊

旧河南町(河
南総合支所)

69.3 17,796 16,950 18,396 18
津波被害
無

旧桃生町(桃
生総合支所)

43.8 8,274 7,582 7,977 5
津波被害
無

旧北上町(北
上総合支所)

61.0 4,173 3,718 3,117 263
津波によ
り全壊

旧牡鹿町(牡
鹿総合支所)

73.0 4,860 4,321 3,603 112
津波被害
無

計 555.3 172,571 160,826 151,769 465

１．研究開始当初の背景 
平成の合併政策により全国の市町村数は

約半数まで減少したが、防災の視点から見る
と、組織構造の変化、空間構造の変化、意思
決定プロセスの変化等が災害対応に様々な
影響を及ぼしていると考えられる。合併に伴
い予算規模の拡大や職員数の増加により、新
たに危機管理部局を創設したり専門性の高
い人員配置をするなど、合併の効果も見られ
る。一方、平成 19 年 3 月に発生した能登半
島地震の主要被災地の一つである石川県輪
島市は，地震発生から約 1 年前の平成 18 年 2
月に旧輪島市と旧門前町が合併した経緯を
持つ。本震災では旧門前町の被害が甚大であ
ったが，災害対策本部が設置されたのは旧輪
島市役所の庁舎内であり，本部と激甚な被災
地域との距離の隔たり，本部と現場の指揮系
統の混乱，職員の配置，被災者対応窓口の設
置等，合併間後間もないことが要因と推測さ
れる様々な問題点が散見された。 

これまでわが国では，明治・昭和・平成と
いう 3 度の大合併政策がとられてきた。明
治・昭和の合併時においても，災害対応をは
じめとする行政サービスの提供上，合併がも
たらす効果や様々な課題が生じていたであ
ろうと予想されるが，危機管理対応の分野に
関しては、その記録は殆ど見受けられない。
以上述べた理由が，本研究を計画するに至っ
た背景となる。 
 
２．研究の目的 
本研究は，平成の市町村合併政策が，自治

体の危機管理対応に与える影響を明らかに
し、合併に伴う諸課題あるいは効果の同定、
合併を危機管理政策上のメリットとして生
かしていくための対応手法の解明を目的と
する。具体的には，危機事象発生時における
新自治体の危機管理対応プロセスを把握し，
自治体・住民双方の視点から，合併が危機管
理対応に与えた影響を分析し、効果ならびに
問題点の同定を行う。昭和 36 年に災害対策
基本法が制定され，わが国の防災対策の枠組
みが確立されて以降初めてとなる平成の合
併は，自治体の財政規模の拡大，住民への行
政サービスの向上，行政事務の効率化などを
目的に進められてきた。このたびの合併政策
に伴い，自治体の危機管理対応にもたらされ
た効果と諸課題を科学的に検証し，記録に残
し，その情報を今後共有して行くことは，合
併という事態のみならず大規模災害発生時
における自治体間広域連携時の災害対応の
あり方を論ずるためにも重要な示唆を与え
ることが可能と考えられる。 
 
３．研究の方法 
 本研究に着手する直前の 2011 年 3 月、東
日本大震災が発生した。本震災により激甚な
被害を受けた市町村の多くは、平成の合併政
策により複数の自治体が合併してわずか数
年後に、未曽有の大災害を経験することとな

った。そこで本研究では、エスノグラフィー
調査手法を用いて、①平成 17 年に 1 市 6 町
が合併した石巻市を対象とし、東日本大震災
時における災害対応において、合併に伴い生
じた課題ならびにもたらされた効果を検証
し、震災対応上の影響分析の実施、②平成 25
年に発生した豪雨災害をケースとして、秋田
県仙北市、山口県萩市を対象とし、水害時に
おける災害対応上の影響分析を実施した。調
査対象者は、被災自治体の主要な災害対応者
とし、当時の詳細な災害対応経験をビデオ映
像、音声及びテープ起こしによる文字情報と
して記録した。なお、エスノグラフィー調査
では、各災害対応者が遭遇した状況と、判
断・意思決定にいたるプロセスなどいついて、
災害発生後の時間に沿い、構造化されないイ
ンタビューを行った。 
災害対応にこれらの結果に基づき、合併が自
治体の災害対応に与えるメリット・デメリッ
トの抽出ならびに、今後の災害対応に求めら
れる諸課題を解明する。 
 
４．研究成果 
4-1．東日本大震災時の災害対応に与えた影
響分析 
(1)石巻市の概況 
平成 17 年 4 月 1 日に新生石巻市としてス

タートを切った石巻市は、旧石巻市・牡鹿
町・北上町・雄勝町・河南町・桃生町の１市
6 町で構成されている(図 1)。合併前後の人
口ならびに被害の概況を表１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 合併前の 1市 6町 

 
表 1 人口ならびに被害の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



調査対象箇所 調査対象者(震災当時の職位) 調査実施日時

雄勝総合支所 次長兼地域振興課長 平成23年12月26日

河北総合支所 支所長 平成23年12月26日

河南総合支所 支所長、地域振興課長補佐 平成23年12月26日

北上総合支所 次長兼地域振興課長 平成23年12月27日

桃生総合支所 地域振興課長補佐 平成24年3月26日

牡鹿総合支所 支所長 平成24年3月27日

災害名 調査対象 調査対象者(当時の職位) 調査実施日時

平成25年8
月豪雨

秋田県仙北市
危機管理監、環境防災課
参事、環境防災課係員

平成26年2月14日

平成25年7
月豪雨

山口県萩市
防災安全課課長、土木課
課長補佐、下水道課課長

平成26年2月20日

 
合併後の石巻市では、旧石巻市役所庁舎を

本庁とし、合併した 6 つの町役場の庁舎を
各々総合支所として業務を行っていた。総合
支所は、総務、財政、企画などの管理部門や、
教育委員会や議会事務局など除いた行政機
能を有している。雄勝総合支所ならびに北上
総合支所は津波により庁舎が全壊、また本庁
舎は津波で１階部分が浸水被害を受けた。河
北総合支所ならびに牡鹿総合支所は、庁舎は
津波被害を免れたが、管内で多数の津波によ
る犠牲者が発生した。一方河南総合支所なら
びに桃生総合支所は、いずれも内陸に位置し
ており、管内における津波被害は発生してい
ない。 
 
(2)研究方法 

本研究では震災発生直後の平成 23 年 4 月
以降、石巻市役所(本庁)において継続的に実
施した参与観察ならびに、表 2に示す各総合
支所に対するエスノグラフィー調査結果に
基づき分析を行った。 
 

表 2 調査対象者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)調査結果 

合併後の自治体の危機管理対応に関する
枠組みに生じた構造変化が、災害直後の緊急
対応期においては組織の意思決定の場面に
おいて、本庁と支所(旧町役場)間に二重構造
化を生み、各々が独立した意思決定をせざる
を得なかった現状が明らかとなった。一方、
支所相互が機能を分担・補完し、被害激甚な
地域に対する相互補完や支援の実施など、合
併がもたらした災害対応上の効果も明らか
となった。本庁と支所との役割分担、合併が
及ぼした利点と課題の分析を実施した結果、
以下のことが明らかとなった。 
1)本庁には災害対策本部、各総合支所には
各々災害対策支部が設置されるが、災害対策
本部と災害対策支部の関係性や意思決定の
仕組みが不明確であった。 
2)前述したことに伴い、総合支所間の避難者
受入れ、避難所や仮設住宅用地の調整、職員
の応援派遣などに関して、本庁(災害対策本
部)での調整機能が十分に発揮されなかった。
3)直後の被害調査や被災者対応窓口業務の
あり方などに関して、本庁(災害対策本部)で
統一した指示が出されなかった。 
4)各総合支所においては、管内住民に対する
対応が前提であり、地区外住民への対応をど
こまで実施すべきか、事前に明確に定められ

ていなかった。 
5)本庁は、全市的な災害対応と管内(旧石巻
市)の被災者対応の二重の業務を担う必要が
あったために、多大な労力を要した。 
6)合併から数年目に発生した東日本大震災
の災害対応を通じて、今後、各総合支所の危
機管理対応に関する権限の明確化、個別の災
害対応能力の向上とともに、本庁と各総合支
所の役割を重層的に見直し、それに沿った訓
練を積み重ねていくことが必要である。 
 
4-2．平成 25 年豪雨災害時の災害対応に与え
た影響分析 
(1)調査対象地の概況 
平成 25 年に発生した豪雨災害をケースと

して、平成 25 年 8 月 9 日豪雨災害を受けた
秋田県仙北市、平成 25 年 7 月 28 日豪雨災害
を受けた山口県萩市を対象に、表 3に示す主
要な災害対応従事者に対するエスノグラフ
ィー調査を実施し、水害時の危機管理対応に
市町村合併が与えた影響分析を行った。 
仙北市は平成 17 年 9 月に田沢湖町、角館

町、西木村の 2町 1村が合併して生まれた自
治体であり、合併後は旧町・村の庁舎を各々、
仙北市役所田沢湖調査、同角館庁舎、同西木
庁舎として使用している。平成 25 年 8 月 9
日豪雨では、先達地区で土石流が発生し、死
者 6名、重軽傷者 2名、全壊家屋 5棟、半壊
家屋 1棟の被害が生じた。 
萩市は平成 17 年 3 月に萩市、川上村、田

万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村の
1市2町4村が合併して新生萩市が誕生した。
旧萩市役所庁舎内に主要な部局を配置し、そ
れ以外の旧町・村役場庁舎は各々総合事務所
として、地域振興部門・産業振興部門・住民
対応窓口が配置されている。平成 25 年 7 月
28 日号では、萩市須佐で 1時間雨量 138.5 ミ
リを記録し、死者・行方不明者 3名、全壊家
屋 36 棟、床上浸水 571 棟の被害が生じた。 
 

表 3 調査対象者 

 
 
 
 
 
 
(2)調査結果 
合併後は、複数の旧役所庁舎において新た

な自治体の行政業務を分担し合うが、この行
政機能の役割分担の方式は、合併前の各自治
体の規模や合併の経緯など諸般の事情によ
り、多様な方式がとられていることが明らか
となった。またこのことが各庁舎ごとの危機
管理対応部局の位置づけ・職員体制、危機管
理に関わる所掌業務や権限に大きな影響を
与えている。 
市役所庁舎の呼称方法に正式な決まりは

ないが、合併後の行政機能の分担方法は大き
く分類すると 1)分庁方式(市役所の機能を複



数の庁舎に分散)、2)総合事務所方式(本庁と
各支所に各々行政機能を持たせる)、3)支所
方式(本庁に行政機能を集中し各支所は窓口
業務を含む一部の機能を持たせる)に分ける
ことができる。仙北市は 1)、萩市は 2)の方
式を採用している。 
①仙北市における対応と課題 

分庁方式をとっていた仙北市では、合併以
前の各自治体の庁舎に、合併後の新自治体の
行政機能を分散させて配置するとともに、
各々の庁舎で各種の市民窓口対応業務を行
っていた。総務・財政・企画など主要な部局
が配置されていたのは田沢湖庁舎であり、市
長も通常はここに在籍している。一方、防災
担当部局は角館庁舎に配置されており、地域
防災計画では、角館庁舎に災害対策本部が設
置されることとなっていた。 

8 月 9 日午前 11 時 30 分前後に土石流が発
生した直後に、角館庁舎内に災害対策本部が
設置され、市長も田沢湖庁舎からこちらに駆
けつけが。一方、土石流発生現場は田沢湖庁
舎管内にあるため、1 時間後には田沢湖庁舎
に災害対策本部を設置することが決定され。
市長以下関係職員が、田沢湖庁舎に移動し、
その後の対応を実施した。 

避難所運営や給水活動、ガレキ処理、仮設
住宅建設、復興対策などを所掌する部局が
別々の庁舎にいるために、災害対策本部会議
の運営や、情報共有などの対応に関して、物
理的距離の隔たりが大きな障害となってい
たことが明らかとなった。 
②萩市における対応と課題 

総合事務所(総合支所)方式をとっていた
萩市では、各総合事務所が各々に、ほぼすべ
ての役所機能を有しており、支所方式よりも
多くの権限を持っていた。各総合事務所には
防災担当部局が存在し、災害時には各総合事
務所ごとに方面災害対策本部を立ち上げ、ま
た住民への避難勧告・指示も各事務所長が発
令する権限を有していた。また本庁勤務職員
のうち、旧町・村出身者を指定応援職員とし
て災害時には応援派遣する仕組みを作って
おり、本災害でも被害の大きかった旧須佐
町・旧田万川町管内の復旧活動にそれらの職
員が派遣された。さらに本庁および各総合事
務所勤務職員が、復旧活動や避難所運営や被
災者支援のために現地活動を実施している。
合併以前であれば、町・村単独では対応しき
れなかったであろう被害規模であったが、合
併により全職員数が大幅に増加したことが
もたらした効果と言える。 

一方、1 市 2 町 4 村が合併した萩市では、
市域がおおきく拡大したために、災害対策本
部が設置された本庁では、災害発生現場の被
害を直接見ることができず、状況把握や災害
対策本部と被災地での状況認識の統一を図
ることが困難であるという課題が長谷資し
た。また、本庁と各総合事務所感をつなぐ通
信手段は、消防デジタル無線が導入されてい
た。アナログ波であれば周波数を合わせれば

通じるが、デジタル化されていたことにより
周波数を合わせることができず、使用できな
いという課題が浮上した。 
一方支所方式は、本庁がすべての行政機能

を有しており、各支所は住民への窓口対応業
務とそれ以外の一部の行政機能を有してい
る。防災は他の業務との兼務であり、また災
害発生時の所掌も限定されているという課
題が明らかとなった。 
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